資料２　消費者安全法第12条第１項等の規定に基づき通知された重大事故等
○資料２-１　事故内容別件数
	事故内容
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度
	2020年度

	
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比

	火災
	1,077
	83.7%
	1,053
	82.3%
	937
	80.8%
	1,104 
	79.4%
	1,204 
	81.0%

	発煙・発火・過熱
	3
	0.2%
	1
	0.1%
	2
	0.2%
	0 
	0.0%
	6 
	0.4%

	点火・燃焼・消火不良
	0
	0.0%
	0
	0.0%
	0
	0.0%
	0 
	0.0%
	0 
	0.0%

	破裂
	3
	0.2%
	2
	0.2%
	0
	0.0%
	8 
	0.6%
	3 
	0.2%

	ガス爆発
	1
	0.1%
	0
	0.0%
	2
	0.2%
	3 
	0.2%
	0 
	0.0%

	ガス漏れ
	1
	0.1%
	0
	0.0%
	2
	0.2%
	2 
	0.1%
	0 
	0.0%

	燃料・液漏れ等
	1
	0.1%
	0
	0.0%
	1
	0.1%
	0 
	0.0%
	0 
	0.0%

	化学物質による危険
	2
	0.2%
	1
	0.1%
	3
	0.3%
	3 
	0.2%
	2 
	0.1%

	漏電・電波等の障害
	0
	0.0%
	0
	0.0%
	0
	0.0%
	0 
	0.0%
	0 
	0.0%

	製品破損
	7
	0.5%
	7
	0.5%
	4
	0.3%
	4 
	0.3%
	9 
	0.6%

	部品脱落
	2
	0.2%
	3
	0.2%
	2
	0.2%
	6 
	0.4%
	1 
	0.1%

	機能故障
	4
	0.3%
	3
	0.2%
	3
	0.3%
	4 
	0.3%
	4 
	0.3%

	転落・転倒・不安定
	81
	6.3%
	95
	7.4%
	88
	7.6%
	116 
	8.3%
	108 
	7.3%

	操作・使用性の欠落
	0
	0.0%
	1
	0.1%
	2
	0.2%
	5 
	0.4%
	1 
	0.1%

	交通事故
	21
	1.6%
	30
	2.3%
	30
	2.6%
	16 
	1.2%
	13 
	0.9%

	誤飲
	1
	0.1%
	1
	0.1%
	2
	0.2%
	0 
	0.0%
	2 
	0.1%

	中毒
	9
	0.7%
	10
	0.8%
	8
	0.7%
	9 
	0.6%
	8 
	0.5%

	異物の混入・侵入
	0
	0.0%
	0
	0.0%
	1
	0.1%
	0 
	0.0%
	0 
	0.0%

	腐敗・変質
	0
	0.0%
	0
	0.0%
	0
	0.0%
	0 
	0.0%
	0 
	0.0%

	その他
	68
	5.3%
	73
	5.7%
	72
	6.2%
	111 
	8.0%
	126 
	8.5%

	無記入
	5
	0.4%
	0
	0.0%
	0
	0.0%
	0 
	0.0%
	0 
	0.0%

	計
	1,286
	100.0%
	1,280
	100.0%
	1,159
	100.0%
	1,391 
	100.0%
	1,487 
	100.0%


（備考）　2016年４月１日から2021年３月31日までに消費者庁へ通知された重大事故等の件数。資料11を参照。
○資料２-２　事故内容別分類と通知月別件数（2020年度）
	通知年月
事故内容
	2020年
	2021年
	計

	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	

	火災
	94(71)
	154(92)
	87(109)
	106(94)
	108(96)
	102(104)
	93(82)
	68(90)
	76(94)
	131(109)
	106(86)
	79(77)
	1,204(1,104)

	発煙・発火・過熱
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	2(0)
	1(0)
	1(0)
	1(0)
	0(0)
	0(0)
	1(0)
	6 　　(0)

	点火・燃焼・消火不良
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0 　　(0)

	破裂
	0(0)
	1(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(3)
	1(2)
	0(0)
	0(0)
	1(1)
	0(0)
	0(2)
	3 　　(8)

	ガス爆発
	0(0)
	0(2)
	0(1)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0 　　(3)

	ガス漏れ
	0(0)
	0(1)
	0(0)
	0(0)
	0(1)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0 　　(2)

	燃料・液漏れ等
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0 　　(0)

	化学物質による危険
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(2)
	1(1)
	0(0)
	0(0)
	1(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	2 　　(3)

	漏電・電波等の障害
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0 　　(0)

	製品破損
	1(0)
	1(0)
	2(2)
	2(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	1(0)
	1(0)
	0(0)
	1(2)
	9 　　(4)

	部品脱落
	0(1)
	0(0)
	0(1)
	0(0)
	0(2)
	1(1)
	0(1)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	1 　　(6)

	機能故障
	0(0)
	0(0)
	1(1)
	1(0)
	0(0)
	0(0)
	1(0)
	0(1)
	0(1)
	1(1)
	0(0)
	0(0)
	4 　　(4)

	転落・転倒・不安定
	5(7)
	7(10)
	6(6)
	5(7)
	9(9)
	9(9)
	13(13)
	12(12)
	15(13)
	7(11)
	9(10)
	11(9)
	108 　(116)

	操作・使用性の欠落
	0(1)
	0(1)
	0(0)
	0(0)
	0(1)
	1(0)
	0(0)
	0(0)
	0(1)
	0(0)
	0(1)
	0(0)
	1 　　(5)

	交通事故
	1(2)
	0(2)
	0(1)
	0(1)
	2(2)
	0(1)
	0(1)
	3(1)
	3(0)
	2(2)
	2(1)
	0(2)
	13  　(16)

	誤飲
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	1(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	1(0)
	0(0)
	2 　　(0)

	中毒
	0(1)
	0(3)
	0(0)
	0(0)
	1(3)
	1(0)
	0(1)
	1(0)
	2(0)
	1(0)
	0(0)
	2(1)
	8 　　(9)

	異物の混入・侵入
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0 　　(0)

	腐敗・変質
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0 　　(0)

	その他
	9(15)
	7(4)
	6(5)
	5(11)
	5(12)
	7(12)
	15(9)
	10(13)
	14(12)
	18(6)
	16(5)
	14(7)
	126 　(111)

	無記入
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0(0)
	0 　　(0)

	計
	110(98)
	170(115)
	102(126)
	119(113)
	125(128)
	124(131)
	125(109)
	95(117)
	113(121)
	162(130)
	134(103)
	108(100)
	1,487(1,391)


（備考）　件数欄の（　）内の数字は2019年度の件数。資料11を参照。
○資料２-３　商品等別件数（大分類）
	
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度
	2020年度

	
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比

	食料品
	5
	0.4%
	2
	0.2%
	1
	0.1%
	4 
	0.3%
	5 
	0.3%

	家電製品
	339
	26.4%
	362
	28.3%
	306
	26.4%
	335 
	24.1%
	398 
	26.8%

	住居品
	177
	13.8%
	146
	11.4%
	135
	11.6%
	161 
	11.6%
	196 
	13.2%

	文具・娯楽用品
	26
	2.0%
	40
	3.1%
	31
	2.7%
	41 
	2.9%
	40 
	2.7%

	光熱水品
	4
	0.3%
	10
	0.8%
	23
	2.0%
	20 
	1.4%
	49 
	3.3%

	被服品
	4
	0.3%
	2
	0.2%
	1
	0.1%
	7 
	0.5%
	0 
	0.0%

	保健衛生品
	15
	1.2%
	8
	0.6%
	9
	0.8%
	28 
	2.0%
	28 
	1.9%

	車両・乗り物
	438
	34.1%
	402
	31.4%
	373
	32.2%
	482 
	34.7%
	457 
	30.7%

	建物・設備
	130
	10.1%
	138
	10.8%
	103
	8.9%
	126 
	9.1%
	100 
	6.7%

	保健・福祉サービス
	59
	4.6%
	68
	5.3%
	83
	7.2%
	98 
	7.0%
	124 
	8.3%

	他の商品・サービス
	87
	6.8%
	101
	7.9%
	94
	8.1%
	89 
	6.4%
	90 
	6.1%

	無記入
	2
	0.2%
	1
	0.1%
	0
	0.0%
	0 
	0.0%
	0 
	0.0%

	計
	1,286
	100.0%
	1,280
	100.0%
	1,159
	100.0%
	1,391 
	100.0%
	1,487 
	100.0%


（備考）　2016年４月１日から2021年３月31日までに消費者庁へ通知された重大事故等の件数。資料12を参照。
○資料２-４　年齢層別商品等別件数（中分類）3（2020年度）
	年齢層
	商品等内訳
	年齢層
別合計

	５歳未満
	福祉（28）
	生活家電、商品・サービスその他（各2）
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 8(し),嗜)好・調理食品、家事用品、玩具・遊具（各1）
	35

	５歳以上
10歳未満
	福祉（8）
	商品・サービスその他（4）
	他の住居品、他の文具・娯楽用品、他の保健・福祉（各1）
	15

	10歳代
	自転車・自転車用品（3）
	自動車用品、他の建物・設備（各1）
	5

	20歳代
	医療（4）
	理美容（3）
	他の食料品、生活家電、電話機・電話機用品、福祉、商品・サービスその他
（各1）
	12

	30歳代
	理美容（4）
	医療、商品・サービスその他（各3）
	住生活用品（2）
	生活家電、健康器具、理美容器具・用品、他の保健衛生品、自動車、自転車・自転車用品、他の保健・福祉（各1）
	19

	40歳代
	健康器具、商品・サービスその他
（各3）
	自転車・自転車用品、医療、理美容
（各2）
	家事用品、住宅構成材、住宅設備、他の建物・設備、福祉（各1）
	17

	50歳代
	商品・サービスその他（8）
	医療（6）
	他の保健・福祉（4）
	住生活用品（3）
	他の住居品、理美容器具・用品、自転車・自転車用品、福祉（各2）
	電話機・電話機用品、家事用品、スポーツ用品、理美容（各1）
	33

	60歳代
	商品・サービスその他（7）
	福祉（3）
	飲料・酒類、家事用品、住生活用品、理美容器具・用品、自転車・自転車用品
（各2）
	パソコン・パソコン関連機器、他の住居品、医療機器、他の保健衛生品（各1）
	24

	70歳代
	商品・サービスその他（13）
	福祉（8）
	他の住居品（3）
	住宅設備（2）
	住生活用品、自動車、自転車・自転車用品（各1）
	29

	80歳以上
	福祉（37）
	商品・サービスその他（31）
	他の住居品（4）
	医療（2）
	医療機器、自転車・自転車用品、移動・運搬用品、他の保健・福祉（各1）
	78

	無記入
	
	1,220

	合計
	
	1,487


（備考）　商品等内訳欄の（　）内の数字は件数。資料12を参照。
３）商品別分類のうち、中分類を使用した。大分類と中分類の関係は、資料12を参照。なお、この表は、通知された重大事故等のうち、当該事故等による被害者が存在し、かつ当該被害者の年齢が明らかな事案を集計したものである。
○資料２-５　発生施設別件数
	発生施設
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度
	2020年度

	
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比

	住宅
	358
	27.8%
	453
	35.4%
	419
	36.2%
	488
	35.1%
	502
	33.8%

	店舗･商業施設
	111
	8.6%
	93
	7.3%
	91
	7.9%
	115
	8.3%
	114
	7.7%

	学校
	14
	1.1%
	6
	0.5%
	12
	1.0%
	6
	0.4%
	3
	0.2%

	病院･福祉施設
	65
	5.1%
	61
	4.8%
	71
	6.1%
	95
	6.8%
	107
	7.2%

	公園
	3
	0.2%
	7
	0.5%
	1
	0.1%
	4
	0.3%
	3
	0.2%

	道路
	262
	20.4%
	251
	19.6%
	230
	19.8%
	261
	18.8%
	276
	18.6%

	公共施設
	6
	0.5%
	6
	0.5%
	4
	0.3%
	5
	0.4%
	2
	0.1%

	海･山･川等自然環境
	6
	0.5%
	2
	0.2%
	1
	0.1%
	3
	0.2%
	1
	0.1%

	車内･機内･船内
	53
	4.1%
	77
	6.0%
	103
	8.9%
	65
	4.7%
	67
	4.5%

	その他
	26
	2.0%
	18
	1.4%
	64
	5.5%
	33
	2.4%
	30
	2.0%

	無記入
	382
	29.7%
	306
	23.9%
	163
	14.1%
	316
	22.7%
	382
	25.7%

	計
	1,286
	100.0%
	1,280
	100.0%
	1,159
	100.0%
	1,391 
	100.0%
	1,487 
	100.0%


（備考）　2016年４月１日から2021年３月31日までに消費者庁へ通知された重大事故等の件数。
○資料２-６　発生地域別件数4
	発生地域
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度
	2020年度

	
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比
	件数
	構成比

	北海道・東北
	143
	11.1%
	163
	12.7%
	161
	13.9%
	146
	10.5%
	166
	11.2%

	関東
	406
	31.6%
	390
	30.5%
	345
	29.8%
	431
	31.0%
	525
	35.3%

	中部
	215
	16.7%
	243
	19.0%
	225
	19.4%
	258
	18.5%
	261
	17.6%

	近畿
	285
	22.2%
	238
	18.6%
	195
	16.8%
	262
	18.8%
	266
	17.9%

	中国
	72
	5.6%
	78
	6.1%
	88
	7.6%
	93
	6.7%
	92
	6.2%

	四国
	26
	2.0%
	29
	2.3%
	33
	2.8%
	43
	3.1%
	33
	2.2%

	九州･沖縄
	139
	10.8%
	139
	10.9%
	112
	9.7%
	158
	11.4%
	144
	9.7%

	計
	1,286
	100.0%
	1,280
	100.0%
	1,159
	100.0%
	1,391
	100.0%
	1,487 
	100.0%


（備考）　2016年４月１日から2021年３月31日までに消費者庁へ通知された重大事故等の件数。
４）北海道・東北：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
　　関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
　　中部：新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
　　近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
　　中国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
　　四国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県
　　九州・沖縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
○資料２-７　重大事故等の追跡確認状況
	追跡確認状況
	関係行政機関
	地方公共団体等
	消費者安全調査委員会
	計

	調査終了
	対策実施
	156 
	97 
	0 
	253 

	
	原因特定に至らず
	451 
	14 
	0 
	465 

	
	消費者事故等に該当せず
	482 
	14 
	0 
	496 

	
	未進展・その他
	0 
	59 
	3 
	62 

	小計
	1,089 
	184 
	3 
	1,276 

	調査中
	関係機関等調査中
	888 
	105 
	1 
	994 

	その他
	非公表等
	0 
	0 
	0 
	0 

	計
	1,977 
	289 
	4 
	2,270 


（備考）　１．2020年４月１日から2021年３月31日までに通知のあった事案及び消費者庁「消費者安全法に基づき通知された重大事故等」（2020年７月公表）にて調査中であった事案（関係機関等調査中）について、2021年３月31日現在の状況を確認したもの。
　　　　　２．各分類の具体的な内容は以下のとおり。
　　　　　　・対策実施：注意喚起・リコール・啓発活動等により処理済の事案。
　　　　　　・原因特定に至らず：原因の調査を行ったが、製品や役務等に原因があるか否か特定できなかった事案。事故原因の特定には至らなかったが、対策を実施したものを含む。
　　　　　　・消費者事故等に該当せず：原因分析の結果、消費者事故等に該当しなかった事案。
　　　　　　・未進展・その他：事実確認が困難である等により、未進展の事案。
　　　　　　・関係機関等調査中：原因分析及び対策検討着手又は着手予定の事案。
